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１．研究の目的と背景 

機械部品の設計では，電子パッケージはんだ接続部の

ように，繰返し非弾性変形を許容する場合がある．この

ような設計で，部品の強度信頼性を十分に確保するため

には，高精度で部品材料の変形が記述できる構成モデル

を用いて，有限要素解析(FEA)を実行しなければならない．  

はんだ接続部の FEA を実行する際には，はんだ材が顕

著な時間依存の非弾性変形挙動を示すことから，繰返し

塑性構成モデルに粘性の効果を考慮した，繰返し粘塑性

構成モデルが必要となる．このため，はんだ材の構成モ

デルを構築する研究 1-3)や既存の構成モデルをはんだ材

に適用する研究 4, 5)がこれまでになされている． 

これらの構成モデルは，統一型の粘塑性構成モデルと，

全ひずみを弾性，塑性，クリープの 3 つのひずみの和で

表す，いわゆる弾・塑性・クリープモデルに大別される．

しかし，はんだ接続部の FEA を実行した研究例をみると，

弾・塑性・クリープモデルによるものがほとんどである

6-9)．この理由としては，モデルに必要な材料定数の決定

方法の違いが考えられる．統一型の粘塑性構成モデルで

は，多くの内部状態変数を試行錯誤的に決定する必要が

あり，より専門的な知識を要する．これに対し，構造が

簡単な弾・塑性・クリープ構成モデルでは，引張試験と

クリープ試験を行えば，必要な材料定数を比較的簡単に

決定することができる．このことから，はんだ接続部の

FEA では，弾・塑性・クリープモデルが広く用いられて

いると考えられる．ただし，そこでの弾・塑性・クリー

プモデルの使用の仕方には問題が存在する． 

はんだ接続部は，繰返し温度サイクルに起因する繰返

し負荷を受けることから，塑性ひずみの算出には移動硬

化則が用いられている．しかし，その際には実験的な検

証をすることなく，等方硬化は無視されている．また，

電子パッケージでの使用が現在必須となっている鉛フリ

ーはんだ材のクリープ変形の表し方にも問題がある．鉛

フリーはんだ材のクリープ変形では，明確な遷移クリー

プ領域がみとめられる．このため，クリープひずみの算

出には遷移クリープ則を用いる必要があり，これを繰返

し負荷に用いる場合には，応力反転による遷移クリープ

領域の回復を考慮する必要がある．しかし，繰返し負荷

下でのクリープひずみの発達挙動を実験で調査する方法

がないためか，このことを考慮して鉛フリーはんだ接続

部の FEA を実施したケースは少ない． 

以上の問題を解決して，はんだ接続部の FEA を正確に

実行するためには，繰返し負荷で生じる非弾性ひずみを

塑性ひずみとクリープひずみに分離し，それぞれの発達

挙動を解析することのできる実験方法が必要となる．ま

た，その方法による解析結果は，繰返し負荷用の弾・塑

性・クリープモデルを高精度化する上で大変有用となる． 

著者は，瞬間的負荷とひずみ保持を繰返す階段負荷を

用いて，鉛フリーはんだ材の引張りによる非弾性ひずみ

を時間非依存の塑性ひずみと時間依存のクリープひずみ

に分離し，定量化する方法を提案している 10)．そこで本

研究では，この方法を鉛フリーはんだ材の引張・圧縮繰

返し負荷に適用し，繰返し負荷下での塑性ひずみとクリ

ープひずみの発達挙動の解析を試みた．次いで，その解

析結果に基づき，鉛フリーはんだ材の繰返し粘塑性変形

挙動を正確に記述できる弾・塑性・クリープモデルを構

築した．そして，構築したモデルの有用性を繰返し負荷

のシミュレーションを実施することで検証した． 
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２．階段負荷によるひずみ解析 

2・1 実験方法 

本研究では，Sn-3.0Ag-0.5Cu 鉛フリーはんだ材の引

張・圧縮繰返し負荷で生じる非弾性ひずみを，塑性ひず

みとクリープひずみに分離して解析した．試験材料の

Sn-3.0Ag-0.5Cu 材は，直径 8mm，標点間距離 18mm の中実

円柱の試験部をもつ試験片に加工した．試験装置には，

電気・油圧式引張・圧縮疲労試験機(島津製作所 EHF-FB1)

を用いた． 

引張・圧縮繰返し負荷には，図 1 の概念図に示す三角

波(TW)と階段波(SW)の 2 つの負荷波形を用いた．繰返し

負荷は，いずれの波形においても試験片が破断するまで

与えた．繰返し負荷のひずみ振幅，周期 T といった負

荷条件は，表 1に示す値とした． 

階段負荷は，図 1 に示すように，瞬間的にひずみ増分

is を与える瞬間的負荷(IS)部と，ひずみをtms 保持する

ひずみ保持(MS)部から成る．本研究では，tms を 0.5 s

に設定し，is は周期 T をtms で除すことで得られるステ

ップ数で 1サイクルの全ひずみ量を除した値とした． 

2・2 ひずみ解析方法 

図 2(a)，(b)の応力－ひずみ曲線は，負荷条件 3 での

繰返し負荷試験を TW と SW の各波形で実施して得たもの

である．これらを比較すると，TW では滑らかな応力－ひ

ずみ曲線となるのに対し，SW では IS による応力増加と

MS による応力緩和を繰返すことで，波を打った応力－ひ

ずみ曲線となることがわかる．しかし，2 つの応力－ひ

ずみ曲線で応力レベルはほぼ等しく，ヒステリシスルー

プの面積に相当する非弾性ひずみエネルギ密度もほぼ等

しい値をとる．また，図 2(a)，(b)の各図中に示す Nfは

各負荷による疲労寿命であり，これらもほぼ等しい値で

ある．このようなヒステリシスループ形状と疲労寿命 Nf

の比較は，表 1 の他の負荷条件においても行った．その

結果，いずれの条件においても同様の一致が認められた． 

粘塑性材料では，非弾性ひずみ中の塑性ひずみとクリ

ープひずみの比率と非弾性ひずみエネルギ密度は，いず

れも疲労寿命と高い相関をもつ．このことを考慮すれば，

上述の TW と SW の比較における非弾性ひずみエネルギ密

度と疲労寿命の一致は，ひずみ振幅と周期が同一の繰返

し負荷であれば，TW と SW で生じる塑性ひずみとクリー

プひずみの量が等しいことを意味する．したがって，一

般的な TW による繰返し負荷下で生じる塑性ひずみとク

リープひずみは，これらのひずみの定量化が可能な SW 負

荷試験を同条件で実施すれば推定できる． 

そこで，表 1 のすべての繰返し負荷条件で生じる塑性

ひずみとクリープひずみを SW 負荷試験の結果に基づき

定量化した． その手順を以下に示す． 

(a) ヤング率 E と各 MS 部での応力緩和量 t を次式

10,11)に用いて，各 MS 部で生じるクリープひずみ増分
c
t

を算出する． 

c
t t / E     (1) 

(b) ステップ(a)で算出したクリープひずみ増分
c
t を

No.
Strain amplitude

  (%)
Period
T  / s

Temp.

1 0.50 400
2 0.25 20
3 0.50 40
4 1.0 80

R.T.
(295K)

図 1 繰返し負荷波形の概念図 

表 1 繰返し負荷条件 
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図 2 負荷条件 3での応力－ひずみ曲線 

 (a) TW 負荷 (b) SW 負荷 
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積算し，繰返し負荷で生じるクリープひずみを算出する． 

(c) ステップ(b)で算出したクリープひずみと Hooke の

法則により算出した弾性ひずみを全ひずみから減じて，

塑性ひずみを算出する． 

 定量化の一例として，以上の処理を図 2 (b)に対して

施した結果を図 3 に示す．図 3 で，黒の実線は応力－塑

性ひずみ曲線，点線は応力－クリープひずみ曲線である．

これらを比較すると，負荷条件 3 の繰返し負荷では，塑

性ひずみの方がクリープひずみよりも多く生じることが

わかる．このような処理を負荷条件 1～4によるすべての

繰返し負荷に対して施し，それらを解析して判明した事

実を次節で述べる． 

2・3 ひずみ解析結果 

図 4は，全ひずみ振幅が 0.25，0.5，1.0 と異なる負荷

条件 2～4での応力－塑性ひずみ曲線の一部と，これを用

いて 1 回目の除荷開始時における流れ応力を求めた結果

である．ここで図 4(b)の流れ応力 R は，図 4(a)の除荷開

始時の応力と圧縮側の降伏応力の差に 1/2 を乗じて算出

した値である．なお，圧縮側の降伏応力は，除荷開始時

の塑性ひずみとの差が 5.0×10-5 になったときの応力と

した．また，図 4(b)の横軸の塑性ひずみは，除荷を開始

した時点での値である． 

まず，図 4(a)で初期降伏応力y0と負荷条件 2～4 での

圧縮側での各降伏応力(y1)2，(y1)3，(y1)4 を比較した．

その結果，いずれの条件でも圧縮側の降伏応力の大きさ

は初期降伏応力よりも小さく，移動硬化が生じているこ

とが明らかとなった． 

次に図 4(b)を用いて，負荷条件 2～4 の 1 回目の除荷

開始時の流れ応力 R を比較した．その結果，除荷開始時

の塑性ひずみ量の増加に伴い R が大きくなる，等方硬化

も生じていることが判明した．また R の発達は，図 4(b)

中の式で表すことができた．以上のことから，弾・塑性・

クリープモデルを用いて Sn-3.0Ag-0.5Cu 材の変形を記

述する際には，移動硬化と等方硬化を同時に考慮して，

塑性ひずみを算出する必要がある． 

図 5 は，図 3 中の応力－塑性ひずみ曲線の 1 サイクル

目を抽出し，降伏直後と除荷直前の塑性接線係数 H の値

を調べたものである．図 5で，最初の降伏直後の H は 132 

GPa であるが，その後のひずみ硬化により 1 回目の除荷

図 3 負荷条件 3 における応力－塑性ひずみ曲線と

応力－クリープひずみ曲線 
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図 4 全ひずみ振幅が異なる応力－塑性ひずみ曲線の

一部と 1回目の除荷開始時における流れ応力 

(a) 応力－塑性ひずみ曲線 

(b) 流れ応力と塑性ひずみの関係 
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図 5 降伏直後と除荷直前の塑性接線係数 
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直前では 6.78 GPa まで減少している．しかし，1回目の

圧縮側での降伏直後の H は 117 GPa へと増加している．

このような H の変化は，この後の圧縮過程とそれに続く

引張過程でもみられる．すなわち，圧縮過程でのひずみ

硬化により 2.87 GPa まで減少した H が，除荷後の引張

側での降伏直後では 108 GPa へと増加している．以上の

ことから，Sn-3.0Ag-0.5Cu 材の繰返し負荷では，除荷に

より H の回復が起こるといえる． 

図 6 は，負荷条件 1 の繰返し負荷による応力－クリー

プひずみ曲線を用いて，最初の引張過程と圧縮過程にお

けるクリープひずみ速度と応力の関係をプロットしたも

のである．なお，引張側と圧縮側の比較を容易にするた

めに，クリープひずみ速度と応力のいずれも絶対値で示

している．図 6 で，○で示される引張側と△で示される

圧縮側のデータを比較すると，同じ応力レベルで生じる

クリープひずみ速度の絶対値はほぼ等しい． 

ここで，最初の引張過程でのクリープ変形によるひず

み硬化が後続の圧縮過程でのクリープ変形に影響を及ぼ

すと仮定する．この場合，同一の応力レベルでクリープ

ひずみ速度を引張側と圧縮側で比較した際には圧縮過程

の値の方が小さくなるはずである．しかし，図 6 ではそ

のような傾向がみられない．このことは，引張過程での

クリープ変形によるひずみ硬化は，圧縮過程でのクリー

プ変形に影響しないことを意味する．そしてこのことを

換言すれば，Sn-3.0Ag-0.5Cu 材の繰返し負荷で生じるク

リープ変形では，応力反転による遷移クリープ領域の回

復が生じるといえる． 

３．弾・塑性・クリープモデルの高精度化 

本研究では，前章で示した情報に基づき，著者が構築

した弾・塑性・クリープモデル 10,11)の高精度化を試みた．

すなわち，全ひずみを次式のように弾性ひずみ eε ，塑性

ひずみ pε ，クリープひずみ cε の和で表す構成モデルの高

精度化を試みた． 

e p c  ε ε ε ε  (2) 

式(2)の弾性ひずみは Hooke の法則を用いて算出する．

塑性ひずみとクリープひずみは，まず次式にように後退

オイラー法を用いて離散化した形で表す． 

p p p
1 ii   ε ε ε  (3) 

c c c
1i i   ε ε ε  (4) 

式(3)，(4)で pε と cε は，塑性ひずみ増分とクリープひ

ずみ増分である． 

Sn-3.0Ag-0.5Cu 材の繰返し負荷では，移動硬化と等方

硬化を同時に考慮する必要があることを前章で示した．

このため，塑性ひずみ増分 pε は次式の負荷関数 F から

導出することとした． 

pF R   (5) 

式(5)で p は次式で与えられるスカラ量である． 

p 3 / 2( ) : ( )   s b s b  (6) 

式(6)で sは偏差応力，bは移動硬化を表すための背応力

の偏差成分である． 

式(5)中の R は流れ応力であり，図 4(b)中の近似式の

形に基づいて，次式で表す． 

  pl apl pl
0 1 21 exp /R R C C    (7) 

式(7)で 0R ，
pl

1C ，
pl
2C は正の値の材料定数，

apl は累積

塑性ひずみである． 

 式(5)～(7)を用いて，塑性ひずみ増分は次式のように

導出される． 

 p p p
1 1 1Δ 3Δ / (2 ) ( )i i i     ε s b  (8) 

式(8)中で pΔ は相当塑性ひずみ増分であり，塑性接線係
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図6 負荷条件1の引張側と圧縮側でのクリープひずみ

速度と応力の関係の比較 
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数 H を用いて pΔ Δ / H  と表される．塑性接線係数 H

は次式で与える． 

   (1 ) /plh
0 0/ ( ) /

m m
H D m  


  (9) 

式(9)で，D は塑性ひずみ 0 =5.0×10-4に対応する基準応

力，m は Ramberg-Osgood 則の硬化指数 10)である． plh は

ひずみ硬化を表す変数であり，図 5 で示した H の回復，

すなわちひずみ硬化の回復を考慮して次式で表す． 

plh apl aplmin( )N     (10) 

式(10)で apl
N は N 回目の除荷過程が完了したときの累積

塑性ひずみである．この項により，負荷開始時に plh は

ゼロにリセットされ，ひずみ硬化の回復が表される．  

 式(6)，(8)で用いられた背応力の偏差成分 b も塑性ひ

ずみとクリープひずみと同様に， 1i i   b b bのように

離散化して表す．その増分 bは次式で表す． 

1 1Δ Δ ( )i i   b s b  (11) 

式(11)で Δ は次式で与えられる比例定数である． 

   p 2 p
1 1 1 1Δ 3 / 2( ) ( ) :Δ (2 / 3) Δi i i i R     

     s b s   

 (12) 

 クリープひずみ増分 cε は次式で与えられる． 

  c c
1 1 13 / (2 )i i iε t    ε s  (13) 

式(13)で t は現計算ステップの時間増分， 1i  は Mises

型の相当応力， c
1iε  は相当クリープひずみ速度である．

c
1iε  は次式のように，相当遷移クリープひずみ速度 c

1 I( )i 


と相当定常クリープひずみ速度 c
1 II( )i 

 の和として表す． 

c c c
I II( ) ( )i i i       (14) 

c
1 I( )i 

 は，比例係数 crC を用いて， c
1 II( )i 

 に比例する次

式の形 10,11)で表す． 

c cr c
1 I 1 II( ) ( )i iC     (15) 

c
1 II( )i 

 は次式の Norton 則で表す． 

c
1 II 1( ) n

i iA    (16) 

式(15)の比例係数 crC は，次式で表す． 

 cr cr crh cr
1 I 2exp ( ) /C C C   (17) 

ここで cr
1C と cr

2C は正の値の材料定数であり，クリープに

よるひずみ硬化を表す変数 crh
I( ) が発達すると，式(17)

はゼロに収束する．この変数 crh
I( ) は，図 6 で示した応

力反転による遷移クリープ領域の回復を表すために，次

式のように表した． 

 crh acr acr
I I I( ) min ( )N     (18) 

式(18)で， acr
I は累積相当遷移クリープひずみ， acr

I( )N は

クリープひずみ速度に N 回目の方向の変化が生じたとき

の累積相当遷移クリープひずみである．この項により，

クリープひずみ速度の方向が変化したときに crh
I( ) はゼ

ロにリセットされ，遷移クリープ領域の回復が表される． 

４．シミュレーション 

前章で示した弾・塑性・クリープモデルの適用性を検

証するために，Sn-3.0Ag-0.5Cu 材の繰返し負荷のシミュ

レーションを実行した．シミュレーションに用いた材料

定数を表 2に示す．表 2の材料定数のうち 0R ， pl
1C ， pl

2C

は図 4の近似式から決定した．これら以外の値は，SW に

よる引張試験で決定した値 10)を用いた． 

 図 7に実験とシミュレーションの比較を示す．図 7(a)

は，ひずみ振幅 0.5%で周期が 40 s の一定ひずみ速度 5

×10-2 %/s での繰返し負荷である．○で示す実験と実線

で示すシミュレーションを比較すると，小さな差異は認

められるものの，全体的にはシミュレーションは実験結

果をよく表していることがわかる． 

図 7(b)，(c)で○印で示す実験結果は，ひずみ振幅が

0.5%で引張側と圧縮側でひずみ速度が異なる条件での繰

返し負荷によるものである．すなわち，図 7(b)は，ひず

み速度が引張側で 5×10-1 %/s，圧縮側で 5×10-3 %/s の

Fast-Slow の条件による応力－ひずみ関係である．また

図 7(c)は，引張側と圧縮側のひずみ速度を図 7(b)の条件

と入れ替えた，Slow-Fast の条件による応力－ひずみ関

係である．このようなひずみ速度の違いにより，図7(b)，

(c)のヒステリシスループの応力レベルは，(b)では引張

側の方が圧縮側よりも高く，(c)では圧縮側の方が引張側

よりも高い．この結果，いずれの図においても，ヒステ
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リシスループは非対称の形状となっている． 

図 7(b)，(c)で，シミュレーションによる応力－ひず

み曲線を実験結果と比較すると，図 7(a)と同様に小さな

差異は認められる．しかし，ひずみ速度の違いによる非

対称のヒステリシスループ形状は，いずれの図において

もよく表されている．また，ひずみ速度が急減する図7(b)

のひずみ 0.5 %と図 7(c)のひずみ-0.5 %でみられる特徴

的な応力の急減もシミュレーションにより表されている．

これらのことから，本研究で示した弾・塑性・クリープ

モデルは，Sn-3.0Ag-0.5Cu 材の繰返し粘塑性変形挙動を

精度よく記述することができるといえる． 

５．まとめ 

階段負荷試験を Sn-3.0Ag-0.5Cu 鉛フリーはんだ材の

引張・圧縮繰返し負荷に適用すれば，繰返し負荷下で生

じる非弾性ひずみを塑性ひずみとクリープひずみに分離

し，各ひずみの発達挙動を詳細に解析できることが判明

した．また，その解析結果に基づき弾・塑性・クリープ

モデルを改良した結果，Sn-3.0Ag-0.5Cu 材の繰返し粘塑

性変形挙動を精度よく記述することができた．これらの

ことから，階段負荷試験は高精度の繰返し粘塑性構成モ

デルを構築するために非常に有用な方法といえる． 

なお，本研究の実施には天田金属加工機械技術振興財

団の助成を受けた．謝意を表す． 
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E D m R 0 A n

26.0 GPa 30.2 MPa 3.2 26.5 MPa 0.35 5.50×10-2 8.10×10-19 9.15 18.2 3.03×10-4

pl

1C pl

2C
cr

1C cr

2C

表 2 シミュレーションに用いた材料定数 

図 7 引張・圧縮繰返し負荷の実験とシミュレーションの比較 

(a) 一定ひずみ速度による引張・圧縮繰返し負荷 

(b) Fast-Slow 条件による引張・圧縮繰返し負荷 

(c) Slow-Fats 条件による引張・圧縮繰返し負荷 
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